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This study aims to clear up the questionable points of reduction of natural disaster in depopulated area. In order to survey the 
consciousness for natural disaster of residents, a questionnaire survey was conducted in 10 area of Yatsushiro City. All of this area is 
surrounded by steep slope and connected to the city area by poor network. In conclusion, the difﬁ culty of maintaining the community 
based disaster mitigation effort mainly due to the aging and depopulation problem.
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　泉 B地区（図３）は，22 世帯 64 名が暮らす地区であ
り，今回調査した 6地区の中で最も世帯数・人口が多い















































（年 /月 /日）住民 区長
泉
Ａ 14 41 21 51.2 8 1 08/11/8
Ｂ 22 64 37 57.8 8 1 08/11/8
Ｃ 11 18 16 88.9 1 1 08/11/22
Ｄ 5 10 5 50.0 0 1 08/11/22
Ｅ 11 24 14 58.3 4 0 08/11/22
Ｆ 10 30 18 60.0 3 1 08/11/22
坂
本
Ａ 12 16 12 75.0 4 1 09/1/17
Ｂ 6 15 10 66.6 2 1 09/1/17
Ｃ 14 19 17 89.4 1 1 09/1/17
Ｄ 9 17 15 88.2 2 1 09/1/17































































































図２ 泉Ａ地区 図３ 泉Ｂ地区 図４ 泉Ｃ地区
図５ 泉Ｆ地区 図６ 坂本Ａ地区 図７ 坂本Ｄ地区
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図９　移住、定住に対する意識

















項　目 Yes No 不明・無回答
①
組織体制
避難困難者の把握 9 0 1
防災組織がある 3 7 0
避難訓練をしている 0 9 1
非常時の特別な情報伝達手段が確保されている 9 1 0
②
避難所
避難所として使える施設がある 9 1 0
避難所までの距離が短い（徒歩５分以内） 4 5 1
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図１１　災害時に考えられる不安
不安を「やや感じる」 不安を「感じない」
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割り当てられている。但し，地区内の各住戸から平均的に
近い場所に避難先を有する地区は半数程度であり，避難所
が傾斜地の下方にある地区などは，危険な状況といえる。
こういった地区は遠方の小学校などへの避難が必要とな
るが，地区内の集会所以上に距離が遠く，移動には自家用
車を用いることが想定されるため，道路の寸断や崖崩れの
危険を考えた場合，多くの区長がこの点を不安要素として
挙げている。備蓄については「不明」も含めるとほとんど
の地区で十分な管理が為されていない。
　①，②の他にも，現在各地区が抱える問題点と行政の対
応等について回答を求めた。多く聞かれたのは，道路の復
旧等の地区からの要請に対する対応の遅れであり，原因と
して市町村合併による行政の体制変化が挙げられた。
３　住民レベルの現状と課題
　本節においては住民へのヒアリングを中心に，個人ない
しは世帯レベルでの生活環境や減災対策の現状を概観し，
問題点の整理を行う。
3.1　生活上の問題点
　①「食品や日用品の買い物」、②「役所、銀行等への用
事」、③「病院や診療所への通院」等について不便をどの
程度感じているかを図８に示す。①～③の全てにおいて不
便を感じている人とそうでない人の割合は同等に近い。地
区によって商店、役場、診療所への所要時間や経路は異な
るが、地区別にみた場合でも不便の有無と所要時間や経路
との関係に特徴は見られない。不便を「感じない」理由と
しては、「車があるから」「移動販売を利用しているから」
などであり、不便を「感じる」と答えた場合でも、「慣れ
ている」と述べるなど、交通が不便な地域に住みながらも、
適応して生活している様子がうかがえる。
3.2　移住と定住について
　①「これまで大きな災害に見舞われた後，家族で移住す
ることを検討したか」，②「今後も災害が起こると考えた
場合でも，今の場所に住み続けたいと思うか」についての
回答を図９に示す。今回の調査対象者では，家屋等が実際
に大きな被害を受けた世帯が少ないこともあり，①につい
て「具体的に検討した」「ある程度具体的に検討した」と
の回答は計 6世帯と少なかったが，このように答えた世
帯の何らかの被害を経験していた。②について，今後も定
住を指向する世帯は，その理由として「生まれてからずっ
と住んでいるから」「この土地で生涯を終えたい」などと
答えており，3.1 で示されたような生活上の不便を感じな
がらも，定住指向が強いことがわかる。
3.3　災害の可能性に対する意識（図１０）
　既述の通り，今回調査対象とした地区では人的な被害が
見られていない。今後の災害の可能性に対しての住民の意
識をみると，「これまで以上」「これまでと同じくらい」の
災害が起こる可能性があると答えた割合は半数程度であ
る。これを過去に何らかの被害が受けた場合（図中「被害
有」）と受けたことがない場合（図中「無」）で比較した場
合，被害を受けた住民の方が今後の災害に対する危機意識
が強いことがうかがえる。
3.4　災害時の不安（図１１）
　過去の被災の有無に関わらず，「今後災害が起こると考
えた場合に不安に感じられることは何か」について，①「安
全に避難できる場所の確保」，②「自力での避難」，③「連
絡手段の確保」，④「家屋等の補修にかかる費用の負担」，
⑤「災害後の経済的損失（収入の減少）」の各項目に分け
て，不安の程度とその具体的内容をヒアリングした。①，
④について不安有り（不安を「感じる」，「やや感じる」の
計）の割合が半数を超えている。不安の具体的な内容とし
ては，①については，「避難所が遠い」「家の中に居る方が
安全である」といった意見があるように，避難所の位置が
家屋から遠かったり，傾斜地の下方にある現状が問題視さ
れる。また，④について「年金暮らしのためお金が無く，
保険に入るのは厳しい（78歳）」などの回答に見られるよ
うに，被災した場合の高齢者世帯への経済的なバックアッ
プを求める意見もある。一方，③に不安を感じている世帯
は①④に比べ少ない。「不安を感じない」と答えた人の理
由に「携帯電話が通じるから」とあるように地区外からの
情報や支援に依存せず，自力で身を守るといった姿勢がう
かがえる。一方で，「不安を感じる」と答えた人の中に「防
災無線は双方向ではなく，（災害情報を提供する）ケーブ
ルＴＶは停電になったら使えないので無駄だ」といった回
答もみられ，改善の余地がある。その他，②⑤についても
少なからず不安有りの割合がみられる。
　以上より、住民は一定の定住指向を示しているにも関わ
らず、減災の備えは十分とは言えず、今後住み続けていく
中で減災対策上改善すべき点が多々あることが示された。
４　行政の視点からみた減災対策の現状と課題
　地区及び住民へのヒアリング後に，行政担当（防災危機
管理担当）者へのヒアリングを行った。ヒアリング項目は，
①組織体制，②情報の伝達，③避難施設の整備，④地区及
び住民からの要望への対応についてである。各項目につい
てヒアリング結果は下記の通りである。
4.1　組織と体制
　行政としての避難困難者の把握は現在情報収集の段階
にあるとのことであった。災害時要援護者は年齢や障害の
程度でグループ化されているが，これは健康福祉課が行っ
ているとのことである。防災訓練については市が主体的に
行っているが、高齢者に対しての防災訓練は難しいため座
学による啓発活動（出前講座）を行っている状況にある。
4.2　情報の伝達手段
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　旧町村部（今回調査対象とした泉地区および坂本地区を
含む）についてはほとんどの世帯に災害情報伝達のための
スピーカーが設置されている。しかしながら，住民に情報
が本当に伝わったのかどうかは確認する手段はなく、情報
伝達は一方向であり，例えば住民から行政に向けたの災害
情報の提供や救援の要請の手段は確保できていない。
4.3　避難所の整備
　避難施設は１次（各地区内の公民館等），２次（学校の
体育館等）がある。各地区での調査から分かっている通り，
現状では１次施設全てが安全かつ避難しやすいというわ
けではないとのことであった。
4.4　地区及び住民からの要望への対応
　要望（危険箇所の指摘など）への対応は，財政面など様々
な問題から事後（被害を受けた後）にならざるを得ない。
被害のない地域においては「どこまで行政側がタッチする
か」という線引きが難しく，結果から対処方法を考えざる
を得ない状況にある。
５　まとめ
5.1　減災対策上の問題点
　２から４節における考察より，地区レベル，住民レベル
での減災対策上の問題点と今後の対策の示唆を下記の通
りまとめる。
（1）地区レベルの問題と対策
　今回対象とした集落は例外なく高齢化が進んでおり，今
後高齢化率が下がる見込みはない。住民の高齢化により浮
き彫りとなった問題として最も大きいのは減災のための
組織維持が困難であることである。現状では予測不可能
な災害に対して，組織体制の備えを行うことは容易では
なく，地区レベル単体での組織体制の整備には期待でき
ない。このような状況下では地区外，つまり行政からのサ
ポートが不可欠である。
（2）自助意識向上の必要性
　上述の通り，地区レベルでの減災体制の整備が困難であ
る以上，住民レベルーつまり災害に対する自助意識の向上
が必要であろう。そのために市による啓蒙活動などのサ
ポートだけでなく，住民自らが主体となって減災に取り組
むことが求められる。また，住民は愛着を持って現住地に
居住しているが，減災という観点では多くの不安要素を抱
えており，大きな被害が出た場合は一気に過疎化が進むこ
とも考えられる。今後の災害に対する意識に過去の被災経
験の有無が影響していることが明らかであることから，減
災意識を住民間で高めあい共有するような取り組みが重
要である。
（3）自助・共助・公助の連携上の問題
　今回の調査対象地域では，自助（個人及び世帯による自
衛），共助（地区内での助け合い），公助（行政によるサポー
ト）の連携が取れているかは不明瞭で，行政からの回答に
もあった通り，災害が起きてからでないと分からない要素
が非常に多い状況にある。例えば，ある地区は行政任せに
している部分があった場合でも，行政の立場からみた場合
にそれが各地区で対応すべき事柄であると捉えられる可
能性もある。災害が起きたときに，それぞれの立場がどう
動くか，どのような問題が予測されるかをシミュレーショ
ンすることが必要である。その為に、防災訓練は重要であ
るが，訓練は誰か（例えば行政）が主導的に行うのではな
く、個人レベル（自助レベル）から行政レベル（公助レベル）
まで連携して企画実施し，有事に各自がスムースに連携で
きるような訓練をしていくことが不可欠であろう。
5.2　中山間地域の維持に向けた減災対策の役割
　本報は減災の観点から中山間地域の問題点について考
察した。減災対策と同様に，農地の保全と後継者の確保，
公共交通の衰退など，高齢化と人口減少に起因する様々な
問題が中山間地域には存在する。減災は住民の自助をベー
スとした地域一体の取り組みが重要であることは既に述
べたが，これ以外の問題についても地域一体となった取り
組みが問題解決には不可欠であり，減災対策が中山間地域
の維持保全のための必要不可欠な要素であることが明ら
かとなったといえる。
5.3　今後の研究の方向性
　本報では現状の把握と問題点の抽出が主である。明らか
となった問題をどのようにクリアしていくかという具体
的な対策を立てることが今後の方向性として重要である
が，例えば災害時の行動シミュレーションなどはその手段
として有効であると考えられる。また、今回の調査対象地
域のように大きな人的被害が出ていない地域では対策を
練りにくいことから，過去の被災地域がどのような対策を
講じているかを調査することも有効であろう。
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